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(平成 年度) ・
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13 客 土 工 Ａ＝ 148.7 ha

区 画 整 理 工 Ａ＝ 286.6 ha

区 画 整 理 工 Ａ＝ 279.0 ha

暗 渠 排 水 工 Ａ＝ 237.1 ha

事事事事 業業業業 名名名名 経営体育成基盤整備事業 (蛇
じゃ

沼
ぬま

向
 むかいちく 

地区)

根根根根 拠拠拠拠 法法法法 令令令令 土地改良法

事事事事

業業業業

事業目的事業目的事業目的事業目的

　 本地区は，宮城県の北部で，仙台より北方へ約３５km離れた美里町の南東部に位置し，西側に一
級河川鞍坪川，東側に二級河川定川と東松島市の丘陵地に挟まれた穀倉地帯である。本地区は，国
営かんがい排水事業鳴瀬川Ⅰ・Ⅱ期地区の受益に含まれており，優良農地として今後も発展が期待さ
れる地域である。
　 現況のほ場は１０ａ区画と狭く，水路は用排水兼用の土水路であるため洗掘，土砂堆積等が著しく，
維持管理に多大な労力と費用を要しており，農道幅員が狭小のため大型農業機械の導入も困難と
なっている。また，地下水の高い区域や土質条件により湿田状態であるため，水田の汎用利用が困難
となっている。
 　以上のことから，区画形状の改良，用排水路の分離改修，農道の整備，客土，暗渠排水の施工を行
い，維持管理の節減・水管理の合理化を図り，効率的な稲作と転作を取り入れた地域農業体系を確立
するものである。

事業内容事業内容事業内容事業内容

事 業 着 手 時

施施施施 行行行行 地地地地 名名名名 とうだぐんみさとまちにごう 管理主体管理主体管理主体管理主体

遠田郡美里町
石巻市，東松島市

遠田郡美里町二郷地内外 遠田郡南郷土地改良区

補助補助補助補助・・・・単独単独単独単独のののの別別別別 補助 事業主体事業主体事業主体事業主体

5 月 31

宮  城  県

日

事 業 担 当 課 農村整備課

別記様式第１号

再 評 価 調 書再 評 価 調 書再 評 価 調 書再 評 価 調 書

作 成 年 月 日 平成 22 年

・

・

(平成 年度) ・

区画整理工はＡ＝７．６ｈａの増となった。

暗渠排水工はＡ＝４９．５ｈａの増となった。

客土工はＡ＝７３．７ｈａの増となった。

[ % ] [ % ] [ % ] [ % ]

＝（ － ） ／

＝（ － ） ／ ＝ ％39.7億円 50.7億円 50.7億円 ▲ 21.70

4.0億円 3.0億円
（平成22年度)

※事業費増加度(重点評価基準　指標４)

再評価事業費 事業着手時事業費 事業着手時事業費

16.4億円 5.1億円 3.9億円
（平成13年度)

再 評 価 時
39.7 億円 0.7  億円 19.8億円 12.9億円

内用地費 50 32.5 10 7.5

事業着手時
50.7 億円 0.7  億円 25.3億円

○

　 現地調査を行った結果，作土深の確保出来ない区域において，客土が必要となった。

事 業 費事 業 費事 業 費事 業 費

全　体　事　業　費
費　用　負　担　内　訳

国 県 市町村 その他(農家)

【【【【事業内容事業内容事業内容事業内容のののの変更状況変更状況変更状況変更状況とそのとそのとそのとその要因要因要因要因】】】】

○

 　効率的な区画整理計画の見直しによる地区除外Ａ=4.2ha
　 効率的な区画配置と優良農地を確保するため地区編入Ａ=11.8ha

○

　 水田の排水不良区域解消と，生産調整における大豆等の畑作物栽培の定着を推進するために必
要となった。

暗 渠 排 水 工 Ａ＝ 286.6 ha

22 客 土 工 Ａ＝ 222.4 ha

再 評 価 時
区 画 整 理 工 Ａ＝ 286.6 ha

のののの

概概概概
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○区画整理工：

○暗渠排水工：

○客土工：

○　事業費増減対照表

　

　

　 ▲ 0.1億円
（事業量変更）0.8億円の増額。
（物価変動等）0.9億円の減額。

測量及び試験 5.5% 7.8% ▲ 2.7% （工法変更）0.4億円の増額。
（事業量変更）0.1億円の増額。

客土工 148.7ha 2.4億円 222.4ha 2.3億円 73.7ha

▲ 10.1億円
（工法変更）1.8億円の減額。
（事業量変更）0.2億円の増額。
（物価変動等）8.5億円の減額。

暗渠排水工 237.1ha 3.3億円 286.6ha 2.7億円 49.5ha ▲ 0.6億円
（事業量変更）0.4億円の増額。
（物価変動等）1.0億円の減額。

区画整理工 279.0ha 36.5億円 286.6ha 26.4億円 7.6ha

98.2%

42.2億円 31.4億円 ▲ 10.8億円

事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

本工事費
83.2% 79.1%

区画整理の水路付帯構造物の基礎や構造の工法変更による１．８億円の減，事業
量A=７．６haの増に伴い０．２億円の増額。

水田の排水不良区域解消と，生産調整における大豆等の畑作物栽培の定着を促
進するためにA=４９．５haの増に伴い０．４億円の増。

現地調査を行った結果，作土深の確保出来ない区域において，客土が必要となり
A=７３．７haの増に伴い０．８億円の増。

事業着手時 再 評 価 時
増     減

変更の主な理由（平成13年度)

事事事事

業業業業

事 業 費事 業 費事 業 費事 業 費

【【【【事業費事業費事業費事業費のののの変更状況変更状況変更状況変更状況とそのとそのとそのとその要因要因要因要因】】】】

　 事業実施計画の見直しにより工法変更では１．３億円の減額，事業量変更では１．９億円の増
額，物価変動等では１１．６億円の減額となっており，全体で１１．０億円の減額となった。

（平成22年度)

事業量

※

※

計画変更は土地改良法に基づく事業計画の変更を示す。

再評価時の完成予定年度は，平成２１年度の総事業費改定に際し見直したもの。

※事業停滞年数(重点評価基準　指標１)＝　 年

※事業工期延伸度(重点評価実施基準　指標３)＝（変更後予定事業期間）／（当初予定事業期間）

（ ） ＝ 1.44

年度

○

○

－

＝ 13 ）／（ 9

工 事 着 手 予 定 年 度 H.

完 成 予 定 年 度 H. 21 年度 完 成 予 定 年 度 H. 25

計 画 変 更 実 施 年 度 H. 20 年度

13 年度 工 事 着 手 年 度 H.

13 年度

－

13 年度

用地 買収 着手 予定 年度 － 用 地 買 収 着 手 年 度

事 業 採 択 予 定 年 度 H. 13 年度 事 業 採 択 年 度 H.

（平成 13 年度） （平成 22 年度）

「その他工事費等」には，換地費，工事雑費，事務費が含まれる。

「物価変動等」には，請負差金，コスト縮減が含まれる。

事業事業事業事業のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況 規則第規則第規則第規則第24242424条第条第条第条第1111号関係号関係号関係号関係

○○○○　　　　事業期間事業期間事業期間事業期間

事 業 着 手 時 再  評  価  時

100% （工法変更）1.3億円の減額。
（事業量変更）1.9億円の増額。
（物価変動等）11.6億円の減額。50.7億円 39.7億円 ▲ 11.0億円

合　　計
100% 100%

▲ 1.8% （工法変更）0.1億円の増額。
（事業量変更）0.1億円の増額。一式 0.3億円 一式 0.5億円 一式 0.2億円

生活環境整備
事業

0.6% 1.3%

6.4% （事業量変更）0.2億円の増額。
（物価変動等）0.9億円の減額。一式 4.7億円 一式 4.0億円 一式 ▲ 0.7億円

その他工事費
等

9.3% 10.1%

0.0% （事業量変更）0.1億円の増額。
（物価変動等）0.1億円の減額。一式 0.7億円 一式 0.7億円 一式 0.0億円

用地費及び補
償費

1.4% 1.8%

一式 2.8億円 一式 3.1億円 一式 0.3億円

測量及び試験
費

（事業量変更）0.1億円の増額。
（物価変動等）0.2億円の減額。のののの

概概概概
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平成 年度までの ※（　　）：前回再評価時

（ ） （ ） （ ） （ ）

億円 ％ 億円 ％

※事業工程乖離度(重点評価基準　指標２)

＝（ 累加投資事業費 ／ 現全体事業費 ）－（ 累加年単純割額 ／ 現全体事業費 ）

＝（ ／ ）－（ ／ ）

＝

県営ほ場整備事業（大区画） 五輪崎 南郷町・松山町・鹿島台町 326 59.8 H4～H13

【【【【事業事業事業事業のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（順調順調順調順調でないでないでないでない場合場合場合場合にはそのにはそのにはそのにはその要因要因要因要因）】）】）】）】

　工事の進捗は，区画整理工Ａ＝２３８．６ｈａ（８３．３％）は完了している。
  国の生産調整に対応するため，大豆や麦等の土地利用型農業が行われるようになり，ほ場整備への
要望が出され，採択地区数が増加した。
　旧南郷町，旧矢本町では本地区の事業期間中に１５地区で同種事業が実施され，平成２２年度以降
も９地区が事業展開中である。よって，平成２１年度までに完了した地区に予算を重点配分する必要が
あったことから工期が延長したものである。
　また，本地区は一級河川鞍坪川に架橋する橋梁及び既設排水樋管の統廃合について河川管理者
と協議を行ってきたが，調整に不測の日数を要した。橋梁工事及び既設樋管撤去工事は平成２３年度
から着手する予定である。このため，今後の事業方針において計画通りの事業管理に努めていく。

ほ場整備事業及び経営体育成基盤整備事業実施状況　　（単位：ha，億円）

事業名 地区 旧市町村 受益面積 事業費 事業期間

26.5億円 39.7億円 30.5億円 39.7億円

66.8％ － 76.9％ ＝ ▲ 10.17 ％

－ － － －

26.5 66.8 0.4 57.1

事事事事

業業業業

事業事業事業事業のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

○　進捗率

22

事業費 進捗率 内用地費 進捗率

●

【【【【今後今後今後今後のののの進捗進捗進捗進捗のののの見込見込見込見込みみみみ（（（（事業事業事業事業スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール表後掲表後掲表後掲表後掲）】）】）】）】

事業事業事業事業のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

　区画整理工の未施工Ａ＝４８．０ｈａ及び，客土工の未施工Ａ＝６５．０ｈａを平成２３年までに実施
し，暗渠排水の未施工Ａ＝４８．０ｈａ，橋梁工Ｎ＝１箇所を平成２４年までに実施する。また，換地
処分を平成２５年度に行い事業を完了する見込みである。

県営ほ場整備事業（経営体） 大曲 矢本町 109 9.7 H21～H26

県営ほ場整備事業（経営体） 東小松 矢本町・鳴瀬町 144 12.7 H20～H25

県営ほ場整備事業（担い手） 北赤井 矢本町・河南町 196 16.2 H14～H21

県営ほ場整備事業（担い手） 五味倉 矢本町 56 7.2 H9～H14

県営ほ場整備事業（経営体） 青木川２期 南郷町・河南町 83 13.5 H18～H23

県営ほ場整備事業（経営体） 青生２期 小牛田町・古川市 114 10.9 H18～H23

県営ほ場整備事業（経営体） 青木川 南郷町・河南町 142 13.6 H16～H23

県営ほ場整備事業（経営体） 青生 小牛田町・古川市 99 9.8 H16～H23

県営県営県営県営ほほほほ場整備事業場整備事業場整備事業場整備事業（（（（経営体経営体経営体経営体）））） 蛇沼向蛇沼向蛇沼向蛇沼向
南郷町南郷町南郷町南郷町・・・・矢本町矢本町矢本町矢本町・・・・
河南町河南町河南町河南町・・・・鳴瀬町鳴瀬町鳴瀬町鳴瀬町 287287287287 39.739.739.739.7 HHHH13131313～～～～HHHH25252525

県営ほ場整備事業（経営体） 清水川北浦 小牛田町・古川市 501 48.2 H13～H27

県営ほ場整備事業（経営体） 中埣西部 小牛田町・田尻町・古川市 639 59.9 H11～H25

県営ほ場整備事業（担い手） 上区東部 南郷町 269 24.0 H10～H19

県営ほ場整備事業（担い手） 上区西部 南郷町・小牛田町・涌谷町 433 41.7 H6～H15

県営ほ場整備事業（大区画） 木間塚 南郷町 280 39.1 H4～H13のののの

概概概概
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○ 農道は，美里町及び東松島市，石巻市が砂利補修等の管理を行っている。

○ 用排水路，揚水機場は，遠田郡南郷土地改良区が管理を行っている。

○ 道路，水路の草刈りは，各農家が行っている。

○○○○　　　　社会情勢社会情勢社会情勢社会情勢

  米価が低迷し続ける状況の中で，生産コストの一層の削減が求められていることや，農家の高齢
化と後継者不足により，水田農業の担い手（経営体）の確保と育成が強く求められている。また，
食料の安定供給のための自給率向上とバランスのある生産のためには，作業効率を高める水田
の大区画化と栽培作物の拡大を図る水田の汎用化が必要となることから，農業者から基盤整備事
業の導入要望が強い。

事事事事

業業業業

のののの

概概概概

要要要要

施設管理施設管理施設管理施設管理のののの予定予定予定予定・・・・管理状況管理状況管理状況管理状況

  供用が開始された施設，及び今後整備される施設は下記区分において，市町村，土地改良区及
び農家がそれぞれ維持管理を行っている。

事事事事

業業業業

上 位 計 画 等上 位 計 画 等上 位 計 画 等上 位 計 画 等

　本地区はみやぎ農業農村整備基本計画（平成１８年度策定）及び，美里町地域水田農業ビジョン（平
成18年度策定），東松島市地域水田農業ビジョン(平成２１年度策定)により農業振興を目的に実施され
る。また，農業の健全な発展を図るとともに，国土資源の合理的な利用に寄与することを目的とした，農
業振興地域整備計画は美里町（旧南郷町）は平成１２年に，東松島市（旧矢本町）が平成９年に指定さ
れている。
　国営かんがい排水事業（鳴瀬川Ⅰ期地区Ｈ３～Ｈ２１．鳴瀬川Ⅱ期地区Ｈ７～Ｈ２１）により基幹的な
ダム・頭首工・用水路が整備され地区内への用水が安定的に供給されている。

事業事業事業事業をををを巡巡巡巡るるるる社会情勢等社会情勢等社会情勢等社会情勢等 規則第規則第規則第規則第24242424条第条第条第条第２２２２号関係号関係号関係号関係

※

※

286.6 ▲ 2.7

本地区は水稲・大豆・麦を主体とした土地利用型農業を展開しており，平成２１年度の転作作付
けは大豆67.3ha，小麦8.7haとなっている。

平成２２年度以降も事業の整備により計画通りの転作作物の作付けが見込まれる。

　　合　　計 289.3 286.6

6.0

青刈りとうもろこし 3.3 3.3

えん麦 6.0

▲ 0.2

ホールクロップサイレイジ用麦 34.2 34.2

きゅうり（畑） 0.2

13.7 ▲ 0.3

調整水田 67.4 3.5 ▲ 63.9

小麦 9.0 8.7

203.0 ▲ 41.1

大豆 8.0 67.3 69.9 59.3

水稲 204.7 163.6

業の導入要望が強い。

作付状況（単位：ha）

種別＼年度 H13 H21 計画(H29) 増減(H21-H13)
のののの

必必必必

要要要要
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○○○○　　　　地元情勢地元情勢地元情勢地元情勢，，，，地元地元地元地元のののの意見意見意見意見

○○○○　　　　効果効果効果効果のののの発現状況発現状況発現状況発現状況

これまでの事業実施により，次のような効果が発現している。

○ 大区画ほ場（50a～1ha）と用排水路の整備により，水管理の合理化が図られている。
○

・

・

事事事事

業業業業

事 業 効 果事 業 効 果事 業 効 果事 業 効 果

大区画ほ場と農道の整備により，大型機械の導入と農作物の効率化が図られている。また，次
のとおり，担い手への農地集積によっても農作業の効率化が図られ，農業機械の保有台数が減
少し経費節減が図られている。

担い手への農地集積率は，５６．１％で目標に対して８６．５％の達成となっている。（表１）

担い手は，育成目標を達成しており，育成が図られている。認定農業者数は１００％達成。（表２）

事事事事

業業業業

のののの

必必必必

要要要要

性性性性

　  美里町において農業は基幹産業であり，平成１９年度に導入された水田・畑作経営所得安定
対策に対応するため，集落営農と農地利用集積を実施中であり，担い手農家の確保育成，低コス
ト農業の実現に向け活動中である。将来の農業構造を確立するためには，ソフト面の活動と併せ
て生産基盤の整備は必要不可欠であり，農業農村の活性化に向けて生産基盤の整備に対し大
いに期待が寄せられている。
　 東松島市では水稲を基幹作物とし施設園芸，露地野菜，畜産等の複合経営の実践により担い
手農家が発展してきた。当地区の生産基盤整備の進捗により，農地利用集積の地区活動と農地
の団地化・集団化による営農の省力化が進展し，経営所得安定対策に対応した集団転作の取り
組みとなった。農業経営の基盤となる整備から農業者及び地区定住者の活性化の促進に向けて
期待が寄せられている。
　 また，当地区では「農地・水・環境保全向上対策」にも積極的に取り組み，集落内の景観形成や
生態系及び水質保全を進め，非農家も含めた維持管理組織により，今後の農村集落の多面的機
能の維持保全を行っているところである。
　 なお，財政は非常に厳しい状況にあるものの，今後とも現在と同等の財政執行を確保し，受益
農家及び事業推進委員会と一体となって，事業の早期完成に向けた推進を図っていくものであ
る。

・

・

・

（　）内は認定農業者数

(0)

認定農業者数①＋②＋④ 16 20 20 100%

オペレーター数④ 0 (0) 38 (0) 38

(1)

集落営農組織数③ 0 2 2

生産法人数② 1 (1) 1 (1) 1

(20) 100%

個別担い手数① 23 (15) 20 (19) 20 (19)

担い手総計①＋②＋③ 24 (16) 23 (20) 23

表２　担い手育成状況（単位：戸，経営体，人）

 種別＼年度 H13 H21 計画(H29) H21/計画(H29)

区画整備率％ - 83.3 100.0

注：農地集約面積＝（個別担い手＋生産法人＋生産組織）の経営農地面積
　　農地集積率＝農地集約面積／地区内農地面積
　　区画整備率＝工事終了面積／地区内農地面積

農地集積面積ha　　② 60.2 160.9 186.1

農地集積率％ 21.3 56.1 64.9 86.5%

H13 H21 計画(H29) 達成率

地区内農地面積ha　① 282.4 286.6 286.6

業業業業

のののの

有有有有

効効効効

性性性性

農家の状況は，作業委託農家が増え，個別経営農家が減少し，担い手に集積が図られている。（表３）

農業機械は，個別所有が減少し機械経費の減少が図られている。（表４）

大豆・麦の作付け面積が増え，水田の畑利用が図られている。（Ｐ４作付状況）

表１　農地集積状況

種別＼年度
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▲ 11 6

5

40～50ps 18 7 10

6

30～40ps 50 64 25 14

67 48 ▲ 22

- ▲ 24

トラク
ター

～20ps 43 19

20～30ps 89

92 ▲ 96 21

10 4 7

　計 201 105

乗８条 4 8

25 6 9

57 12 5

乗６条 65 71

▲ 118

乗４～５条 14 26

（参考）

H21担い手分

田植機

歩４条 118 - -

表４　農業機械所有状況（単位：台）

種別＼年度 H13 H21 計画(H29) 増減(H21-H13)

340 353 353

土地持ち非農家 53 37

計

離農農家

委託農家 86 161

96 ※H２1及び計画(H29)の合計
農家戸数は，事業区域の変
更があるため，事業完了時想
定される数値としている。

自家消費農家

※H13年度の数値はほ場整
備前（活性化計画書）集落営農オペレーター農家 0 38 38

計画(H29)

担い手農家 24 21 21

事事事事

業業業業

のののの

事 業 効 果事 業 効 果事 業 効 果事 業 効 果

表３　農家戸数状況（単位：戸）

種別＼年度 H13 H21

個別経営農家 316 155

○○○○想定想定想定想定されるされるされるされる事業効果事業効果事業効果事業効果

　なお本表の「計画」は，最近の農業施策（米政策改革大綱や水田・畑作経営所得安定対策等）に対
応できるように見直したものである。

　本事業の実施に伴い，農地集積・機械の共同利用による生産コストの低減と有効な土地利用を目指
した転作作物の導入を実施するため，事業の計画段階から現在に至るまで営農部門における推進委
員会を設立しソフト対策を推進している。平成２３年度迄に区画整理を完了し，上記，表１～４に記載し
た計画（Ｈ２９）の目標値に向け更なる効果が期待される。

21

　農業機械の効率的利用を促進するため，農協，農業委員会などが連携し，担い手への農地集積を
進めながら担い手農家以外では，機械更新を控えるように巡回指導を行っている。

　計 189 115

0

92 ▲ 74

0

汎用3.5ｍ～

汎用2.5～3.5ｍ

0

20 14 5

汎用～2.5ｍ

▲ 3 8

自脱５条 6 20

▲ 3 8

自脱４条 23 20 12

自脱３条 78 75 60

自脱２条 11 - - ▲ 11

- - ▲ 71

95 ▲ 33 21

コンバ
イン

バインダー 71

10 4

　計 200 167

▲ 11 6

50ps～ 10 12

40～50ps 18 7 10ター

有有有有

効効効効

性性性性
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国営かんがい排水事業

農地に安定した農業用水を供給するため，ダム・頭首工・基幹用水路の新設・改修を行っている。

○国営かんがい排水事業

（単位：千円）

代替案代替案代替案代替案とのとのとのとの比較検討比較検討比較検討比較検討 規則第規則第規則第規則第24242424条第条第条第条第3333号関係号関係号関係号関係

　 経営体育成基盤整備事業は，農作業の効率化を阻害している小区画水田，狭い耕作道，土水路で
狭小な用排水路を一体的に整備することにより水田の生産性を向上させ，同時に担い手農家を育成・
確保することによって，効率的で安定的な地域農業の確立ができるものとして選定し導入したものであ
り，外に想定される代替案はないと判断した。

コストコストコストコスト縮減計画縮減計画縮減計画縮減計画 規則第規則第規則第規則第24242424条第条第条第条第4444号関係号関係号関係号関係

鳴瀬川Ⅱ地区 H7～H2１ 9,736ha 179.4億円 頭首工，用水路，水管理施設 100%

鳴瀬川Ⅰ地区 H3～H2１ 9,736ha 621.6億円 ダム，頭首工 100%

事事事事

業業業業

のののの

関連事業関連事業関連事業関連事業のののの概要概要概要概要・・・・進捗状況等進捗状況等進捗状況等進捗状況等

地区名 工期 受益面積 事業費 事業内容 進捗率

（単位：千円）

地方事務費 ▲ 13,200

計 ▲ 276,000

客土工
 　土取り場を見直し，客土材の搬入距離を減にしたことにより軽
減を図った。

▲ 27,900

工事雑費 ▲ 5,200

 　支線排水路計画の見直しにより既設水路を利用することによ
り軽減を図った。小排水路工では二次製品再利用（旧体転用）
により軽減を図った。また，積算方式（県独自）により縮減となっ
た。

▲ 84,500

暗渠排水工
 　吸水・集水渠埋戻し工法の見直し，吸水渠延長増による補助
暗渠の省略，吸水渠のネットを省略したことにより軽減を図っ
た。また，積算方式（県独自）により縮減となった。

▲ 52,700

区画整理工 　 道路工では，道路高を低くしたことで盛土量を減らし軽減を
図った。また，敷砂利厚の減及び再生骨材を使用したことにより
軽減を図った。

▲ 48,000

　 パイプライン基礎材（洗砂→山砂）を変更したことにより軽減を
図った。また，積算方式（県独自）により縮減となった。

▲ 44,500

工　　種 主なコスト縮減の要因 コスト縮減額

効効効効

率率率率

性性性性
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（単位：千円）

- -

年総効果額①
316,068 326,583 326,583 128,378

維持管理費節減効果 28,611 28,611

更新効果
- -

便

益
安全性向上効果 - 707 707 6

(68,666) (46,585) (46,585) (12,823)

56,260 11,089

営農経費節減効果 236,838 272,960 272,960 107,802

作物生産効果 22,970 22,175 22,175 8,757

(384,734) (373,168) (373,168) (141,201)

現在価値（Ｃ） 5,782,929 4,945,105 1,459,399 1,459,399

総費用 5,782,929 4,691,441 1,459,339 1,459,339

維持管理費 - - - -

関連事業 741,929 772,341 6,139 6,139

本事業 5,041,000 3,919,100 1,453,200 1,453,200
費

用

項

目

建設費 5,782,929 4,691,441 1,459,339 1,459,339

基準年(平成13年) 基準年(平成22年)

<全体> ＜全体＞
＜残事業＞

(効果上限)※1 (効果下限)※2

40 年 （年効果額算定）

区　　　　　　分

事業着手時 再評価時

事事事事

業業業業

のののの

費用対効果費用対効果費用対効果費用対効果 規則第規則第規則第規則第24242424条第条第条第条第5555号関係号関係号関係号関係

根 拠 マ ニ ュ ア ル ： 土地改良の経済効果　【農林水産省構造改善局計画部監修】　（平成９年版）

社 会 的 割 引 率 ： 4 ％

便 益 算 定 期 間 ：

※ 土地改良法上の事業計画における経済効果の数値を記載している。

※ 総便益は，現在の価値に換算している。

※

※ 事業費のうち生活環境整備（０．５億万円）は効果算定の対象外。

※ （　　　）は，根拠マニュアルに基づき便益項目に更新効果を含めて算定したものである。

※1

※2

1.684.29

総便益①÷④－②
5,006,101 6,268,273 6,268,273 2,464,068

現在価値（Ｂ）
5,006,101

(1.05)
費用便益比（Ｂ／Ｃ）

0.86 1.26

項

目

関連性をもって発現する(事業全体が完了しないと一切の効果が発現しない）ことを前提

として算定したものである。

残事業の「効果下限」とは，整備レベルの異なる区域や路線間の相乗効果を考慮せず，

各主要工種の残事業費率から主要工種毎の残事業効果額等を算定したものである。

総費用は，実施済みの事業費を現在の価値に換算したものと今後見込みの事業費を加算して
いる。

残事業の「効果上限」とは，全ての事業効果が，事業区域内の区域や路線間で相乗的な

(1.44) (4.90) (1.85)

6,268,273 6,268,273 2,464,068

(6,094,310) (7,162,419) (7,162,419) (2,710,191)

(6,094,310) (7,162,419) (7,162,419) (2,710,191)

還元率×（１＋建設利息率）④ 0.0631 0.0521 0.0521 0.0521

総合耐用年数③ 43 40 40 40

廃用損失額② 2,901 115 115 1

水辺環境整備効果 - 33 33 -

地籍確定効果 - 1,966 1,966 723

公共施設保全向上効果 - 131 131 1

安全性向上効果 - 707 707 6

効効効効

率率率率

性性性性
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【【【【便益便益便益便益のののの概要概要概要概要，，，，主主主主なななな算出根拠等算出根拠等算出根拠等算出根拠等】】】】

【【【【事業着手時事業着手時事業着手時事業着手時とのとのとのとの違違違違いのいのいのいの要因要因要因要因】】】】

○

○

○

○

○

○

○ 総合耐用年数が短くなっている要因は，排水路の標準耐用年数（国基準）が４０年から３０

本事業の建設費は，物価変動，コスト縮減，工法変更等により減額となった。

関連事業（国営かんがい排水事業）の建設費は，事業内容の変更により増額となった。

作物生産効果の減額は，農業情勢の変化に伴い，導入作物・農産物価格・作付け面積が
変更となった。

維持管理費節減効果は，標準値算定から現状の実績算定に変更したことによる。

更新効果は，更新施設単価の見直し及び国営かんがい排水事業の変更による。

安全性向上効果，公共施設保全向上効果，地積確定効果，水辺環境整備効果は国営か
んがい排水事業の変更による。

公共施設保全向上効
果

：既設町道をダム建設の運搬道路として利用するために改良したことによ
る効果

地籍確定効果
：ほ場整備事業等の実施により，区画が整形化され，地籍が明確になる
効果

水辺環境整備効果
ダムや水路等の新設又は改良を行うことで水辺環境の保全，創造される
効果

維持管理費節減効果 ：維持管理に係る経費が節減される効果

更新効果 ：土地改良施設の再整備により従前の生産が維持される効果

安全性向上効果 ：安全施設を設けることにより土地改良施設周辺の安全性が高まる効果

事事事事

業業業業

のののの

効効効効

率率率率

性性性性

費用対効果費用対効果費用対効果費用対効果

作物生産効果 ：農産物を量的に増加させる効果

営農経費節減効果 ：区画整理により作物生産に要する経費が節減される効果

○

事業継続

総総総総
　　　　
合合合合
　　　　
評評評評
　　　　
価価価価

対応方針対応方針対応方針対応方針（（（（案案案案））））

総合耐用年数が短くなっている要因は，排水路の標準耐用年数（国基準）が４０年から３０
年に変更となったことによる。

環環環環

境境境境

へへへへ

のののの

影影影影

響響響響

とととと

対対対対

策策策策

地域指定状況等地域指定状況等地域指定状況等地域指定状況等

　 本地区は，美里町及び東松島市が策定する「田園環境整備マスタープラン」において，環境配慮
地区として位置づけられている。

影響影響影響影響とととと対策対策対策対策

　 地区内の現況水路にはキンブナ，メダカ，ドジョウやカエルなどの小動物が生息しているが，事業
実施により生息可能な環境が減少していくと考えられる。
　 そのため，これらの生態に配慮するため，排水路において魚類や水生生物の生息域のネットワー
クに配慮し整備する。
　 具体な方法としては，排水先である副水路は周年を通して水が絶えずあることから段差を少なく
し，魚の遡上が出来るよう配慮すると共に，ブロック張り等でのり勾配を緩くし，また水路には「お助け
工」を設置し、両生類が這い上がれる機能を持たせる。お助け工にはよどみの機能を設けることで魚
類等の越冬等にも配慮する。
　これらの効果検証として，平成２２年７月に支線排水路において生き物調査を行う予定で，生態系
ネットワークが機能しているか確認していく。また，地元農家への環境配慮への取り組みについての
啓蒙を進めており，施設の維持管理についても説明会を開き，適切な管理を働きかけている。

性性性性
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H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

28 22 46 21 28 45 49 48 ha

10 86 21 28 45 49 48 ha

12 46 5 45 49 65

下部 上部

事事事事

業業業業
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